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去年の夏、社長の座を長男に譲った。引退した訳ではない。完全な事業承継（引退）を数年後に定め、
それまで会長として社長に寄り添い、自立を見届けてから去ろうと考えたのである。

社長交代の時点で私は65才、長男は35才。1,000人余りのスタッフを率いるのには若すぎるのではと
心配もしたが、自分の年を考えると、まだ気力が残っている今がベストと考え実行に移した。
2013年度の中小企業白書によると、67才が社長の平均引退年齢であり、承継時点での次期社長の年齢

が40才未満の時が、承継後の業績を最も伸ばし、年齢が上がるにつれて、業績は落ちてくるとの事。後
で知り、ほっとした。
知人の中には、君の事だから院政を敷いて後ろから自在に操るのだろうと茶化す者もいたが、私には

その気持ちは更々なかった。家庭を顧みず、寂しい思いをさせた長男へのせめてもの罪滅ぼしの気持ち
なのか？立派な経営者になって幸せな人生を送って欲しいと言う気持ちに嘘はない。
ただ、果たして経営の才はあるのか？社長交替の前に、あるホテルの再建を任せて、一切、手を貸さ

なかった。しかし、誰が教えたのか、単身で乗り込み、意表を突く見事な手法で半年余りで黒字にした。
その後もスタッフと一丸となって業績を伸ばし続けた事から、社員の運命を託しても良いと判断した。
引き継ぎに際しては派手な儀式などはせず、為すべき事を淡々と実行した。まず、社長室を明け渡し、

会社の銀行印、実印などを渡して、一切の決済業務を委ねた。何より二頭政治になる事を恐れ、社長を
頂点とする指示系統から私を外した。社内の会議も要請がない限り、出ないことにした。出れば出たで
余計なことを言いかねない。
あり余る時間は趣味の読書や個人的な研究に費やそうと、憧れていた理想の生活を前にワクワクして

いたのだが、そこには誤算があった。慣性の法則とは怖いもので、離れる積もりでいた仕事が気になっ
て仕方がない。気になる余り、本を読んでも文字が目に飛び込んでこない。そのうち、会長室を行った
り来たり、まるで動物園のシロクマだ。
会長道とはこんなにも辛いものか。訪れる人も少なく、たまに社長や幹部が相談に来ると、嬉しさの

余り、つい話が長くなる。それでも、耐えた分だけ組織が出来る。社長が育つ。
老いては子に従え？と繰り返し自分に言い聞かせているうちに、一年が過ぎ、ようやく理想の生活と

やらにも馴染み始めた。
父もかくのごとく頑張っている。息子よお前も頑張れ。

今回は、創業以来一貫して「沖縄文化を広く深く正しく全世界に発信しよう。」を合い言
葉に、食を中心とした事業を展開し、現在では、外食、ホテル、ブライダル、食品製造、貿易、
健康食宅配、コンテンツなどと業容を広げている、株式会社ジェイシーシーの渕辺 俊一
会長にご寄稿いただきました。

vol.140

株式会社ジェイシーシー

代表取締役　会長　渕辺　俊一

老いては子に従え？
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「勝連城跡周辺文化観光拠点整備事業」の経済波及効果

１．勝連城跡の概況

勝連城跡は2000年世界遺産登録、2013年に休憩所及び「うるまーる」のオープン後、

入場者数が増加する傾向が続いています。また、勝連城の按司「阿麻和利」を主人公にし

たうるま市の中高生による現代版組踊り「肝高の阿麻和利」の公演など地域文化の継承に

も力をいれています。このような状況を背景に歴史的遺産の保全と観光地としての魅力・

集客力の向上による地域経済への貢献という２つの目的から、周辺環境の整備が急務と

なっています。現在、うるま市は2013年に「勝連城跡周辺文化観光拠点整備基本計画」

を策定し、整備に向けた取り組みを進めています。当研究所では現行計画における基礎資

料をうるま市より提供いただき、施設整備における建設効果と整備後の観光施設運営の経

済効果について推計しました。

図１は世界遺産に登録されている４ヶ所の城跡の入場者数の推移を示したものです。勝

連城跡は統計をとり始めた2007年は約8.5万人でしたが、2013年には約17万人と倍増し

ています。好調な沖縄観光を背景に、今後も入場者数は増加することが見込まれ、歴史的・

考古学的資料や伝統文化の学習や史跡の保全など課題が大きくなりつつあります。そのた

め駐車場や観光関連施設の整備拡充のため策定された「勝連城跡周辺文化観光拠点整備基

本計画」では「肝高の歴史浪漫を感じる交流空間の創出」を将来像として、史跡内の整備

以外にも県道16号線の安全面からの整備や海中道路との連携、観光ガイド養成等の人材

育成など幅広い視点から検討を行っています。

図１　世界遺産登録城跡の入場者数推移

出所：沖縄県「観光要覧」
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２．建設工事による経済波及効果推計の諸前提

建設工事にかかる費用部門について公共工事の積算資料と関連して、毎年、詳細な調査

がなされており、国土交通省ではその成果を産業連関表に対比させて「建設部門分析用産

業連関表」（以下建設IO）として公表しています。一般に産業連関表では建設部門は「建

設業」、沖縄県産業連関表基本表では「住宅建築（木造）」、「住宅建築（非木造）」、「非住

宅建築（木造）」、「非住宅建築（非木造）」、「建設補修」、「道路関係公共事業」、「河川・下

水道・その他の公共事業」、「農林関係公共事業」、「鉄道軌道建設」、「電力施設建設」、「電

気通信施設建設」、「その他の土木建設」の12部門が計上されています。これが建設IOで

は産業220部門×建設工事種別70部門が計上されています。例えば道路工事だけでも、

道路、街路とその改良、舗装、橋梁、補修など詳細な分類があります。図２は工事種別

70部門を集計して、経済効果計測の指標である産出乗数を表示したものです。

図２　建設部門分析用産業連関表工事種別経済効果要約表
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建設部門は大きく分けて「建築」、「土木」の２部門に分類され、建築は「住宅」と事務

所や工場など「非住宅」に分類され、公共事業も「道路」、「空港」、「港湾」などに分類さ

れます。住宅については、この図には掲載していませんが、鉄筋コンクリートなどの素材

や工法によりさらに分類されます。図では住宅1.8963、非住宅非木造2.016と、経済効

果には大きな差が生じます。

この他、経済効果の推計に使用可能な沖縄県産業連関表の産業分類による問題もありま

す。現在、沖縄経済を対象とした産業連関表には以下のものがあります。

　　（1）沖縄県独自統合部門表

　　　　　14部門表、35部門表

　　（2）経済産業省地域産業連関表統合部門表

　　　　　12部門表、29部門表、53部門表、80部門表

　　（3）沖縄県公表用基本分類表（行部門404×列部門350：非正方行列）

当研究所においてはこのうち公表用基本分類表の行部門と列部門を対応集計統合し、

344部門表に集計した表を生成、経済効果の推計を行っています。産業部門は集計するこ

とで当該部門の産出乗数が均されるため、建設部門の分析では基本分類表を用いるのが一

般的です。図３は部門数の違いによる商業部門の経済効果についてまとめたものです。

29部門表の産出乗数は1.365ですが、14部門表では1.381となっています。また、影響

力係数も１未満か１近傍にあり、商業部門の経済効果が低いという結果になっています。

しかし商業部門を「卸売」と「小売」に分けた基本表ベースの344部門表では「卸売」が

1.374、「小売」が1.384となっており、経済効果の差の大きい、この２部門を集計したため

に経済効果が低く見積もられていることがわかります。そのため集計部門表では、家計部

門の消費効果である雇用者所得による２次間接効果が低く見積もられることになります。

図３　産業連関表の部門数により異なる商業部門の経済効果
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３．勝連城跡周辺文化観光拠点整備事業の建設部門経済波及効果

施設整備についてうるま市の整備計画より、計上されている予算額をもとに事業費を以

下のように想定します。

整備事業のうち工事費は建設IOの公園に該当します。また、用地費・補償費について

は一般的に経済効果に含めませんが、東京都の街路樹事業や国土交通省の調査により、住

宅建設や商業施設といった建設部門へ再投資されているという結果が得られており、建設

IOの住宅・非住宅建設部門から、住宅６：非住宅４で按分して、経済効果を推計します。

補償費は、整備計画の敷地内にある電力関連施設が市内に移転建設されるものと想定しま

した。この他、344部門表より委託費は土木建築サービス、事務費は公務（地方）をコン

バーターとして計測しました。

計算結果は表２のとおりで、ここでは工事種別に６部門を対象とした計測結果を示して

います。建設IOにおける公園は、国及び地方公共団体の行う公園及び緑地保全事業となっ

ており、耕種農業、非金属鉱物、セメント・セメント製品、窯業・土石製品などからの要

素投入があるのが特徴です。このように素材投入が多いこともあり経済効果は最も高く、

約33億円の直接効果に対して、約67億円の総効果となっています。

この他、電力施設に関しては約27億円の直接効果に対して約46億円の総効果となって

います。住宅建設に関しては約11億円の直接効果に対して、約19億円の総効果となって

います。非住宅（事務所・工場等）に関しては約７億円の直接効果に対して、約13億円

の総効果となっています。土木建築サービスに関しては約２億円の直接効果に対して、約

3.7億円の総効果となっています。公務（地方）に関しては約2.6千万円の直接効果に対し

て、約５千万円の総効果となっています。

表１　勝連城跡周辺文化観光拠点整備事業関連予算

工事種 予算額 構成比 格付部門

（１）工　事　費 3,325,462千円 41.1％ 公園（建設IO）

（２）補　償　費 2,709,000千円 33.5％ 電力施設（建設IO）

（３）用　地　費 1,812,413千円 22.4％ 住宅・非住宅（建設IO）

（４）委　託　費 215,635千円 2.7％ 土木建築サービス

（５）事　務　費 25,534千円 0.3％ 公務（地方）

合　　計 8,088,044千円 100.0％

資料：うるま市都市計画部
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これらの工事種別の経済効果を合計すると約81億円の直接効果に対して、総効果約

149億円の経済効果が期待できることが分かります。合計した総効果をみると粗付加価値

誘発額は約66億円で生産誘発額の44.4％を占めていることがわかります。これは粗付加

価値率に相当しますので、これより中間投入率が55.6％となることが示され、合計でみ

ると産業連関効果が高いことが示唆されます。参考までに、うるま市の平成24年度の経

済活動別市内純生産は1,580億であり、粗付加価値誘発額は4.2％程度の規模となります。

また、生産誘発額に占める雇用者所得誘発額は25.7％となっており、県経済の所得形成

に寄与していることが示されています。

表２　勝連城跡周辺文化観光拠点整備事業別経済効果一覧
単位：百万円

直接効果 １次間接 ２次間接 総 効 果

公園

生産誘発額 3,325 2,509 913 6,748

粗付加価値誘発額 709 1,219 562 2,490

雇用者所得誘発額 560 611 215 1,386

電力施設

生産誘発額 2,709 1,070 858 4,637

粗付加価値誘発額 1,260 558 528 2,345

雇用者所得誘発額 854 282 202 1,339

住宅建設

生産誘発額 1,087 439 354 1,880

粗付加価値誘発額 453 226 218 897

雇用者所得誘発額 346 123 83 552

非住宅建設

生産誘発額 725 305 252 1,282

粗付加価値誘発額 316 160 155 632

雇用者所得誘発額 246 88 59 394

土 木 建 築
サービス

生産誘発額 216 60 96 372

粗付加価値誘発額 155 34 59 248

雇用者所得誘発額 111 16 23 150

公務（地方）

生産誘発額 26 8 15 49

粗付加価値誘発額 18 4 9 32

雇用者所得誘発額 17 2 4 23

合計

生産誘発額 8,088 4,391 2,488 14,968

粗付加価値誘発額 2,910 2,203 1,532 6,644

雇用者所得誘発額 2,134 1,124 586 3,843
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図４　勝連城跡周辺文化観光拠点整備事業経済波及効果総括図
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県の「沖縄の米軍及び自衛隊基地（2015年３月）」

によると、全国の米軍専用施設面積３万823ヘクター

ルのうち２万3,098ヘクタール（約74％）が県内に

集中しています。

その内訳を地区別に見ると、北部地区１万6,196

ヘクタール（70.1％）、中部地区6,610ヘクタール

（28.6％）、南部地区200ヘクタール（0.9％）、八重

山地区92ヘクタール（0.4％）と北部地区が大きなウ

エートを占めています。また、各市町村面積に占め

る米軍施設面積割合としては、嘉手納町が82.5％と

最も高く、次いで金武町55.6％、北谷町52.9％、宜

野座村50.7％と続いており、県全体の10.1％が米軍

基地で占められています。

他方（1）沖縄県における基地関係収入（軍関係受

取）（2）県民総所得に占める基地関係収入の割合（3）

米軍専用施設面積（4）駐留軍従業員－の４項目で

1972年（本土復帰）と2012年を比べると（1）777

億円から2,160億円（1,383億円増加）（2）15.5％か

ら5.4％（10.1％減少）（3）２万7,893ヘクタールか

ら２万2,808ヘクタール（5,085ヘクタール減少）（4）

１万9,980人から9,038人（１万942人減少）となり、

基地関係収入を除き減少しています。

このような県と米軍の歴史をふまえ、米軍基地の

整理縮小などの課題をどう捉えていくのか、県にとっ

て良い方向へ導きだしていくためにも、今が復帰後

の転換期として大切な時期を迎えているのではない

でしょうか。

（沖縄銀行　嘉手納支店長　比嘉　秀史）

施設面積、北部で７割
米軍基地関係の現状と推移

（平成27年７月５日掲載） （平成27年７月12日掲載）

2014年１月からNISA（小額投資非課税制度）が

始まりました。同制度は「自助努力に基づく資産形

成を支援・促進し、家計から成長マネーの供給拡大

を図る」観点から検討され、上場株式等に係る10％

軽減税率が13年12月末で廃止された際に導入されま

した。

金融広報中央委員会の「家計の金融行動に関する

世論調査」（13年）によると、金融資産を保有してい

ない世帯比率は年間収入（税引き後）が多くなるに

つれておおむね低減していることが分かります。し

かし、１千万〜1,200万円未満という高所得世帯でも

「金融資産ゼロ世帯」が21％もいることは目を引きま

す。このような「金融資産ゼロ世帯」に対して、予

期せぬ出来事が起こった場合にも窮地に陥ることが

ないように家計の自助努力による金融資産形成を促

すことが求められています。

一般的に、短期間での売買益を目指す運用手法で

は安定的なリターンを得るのは容易ではないため、

「ドルコスト平均法」に代表されるような時間分散に

よる買い付けやさまざまな金融資産に分散して投資

することが有効といわれています。そのため、NISA

は時間分散・銘柄分散を行いつつ、中長期に保有す

ることを促す設計となっています。

このような特性をふまえて、金融機関では幅広い

層のお客さまに対してNISAを紹介しています。これ

から家計の金融資産形成を検討される方は、ぜひ相

談されてはいかがでしょうか。

（沖縄銀行　美里支店長　稲嶺　正也）

金融資産形成を促進
NISAの活用
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超高齢化社会への対応策の一つとして、各都道府

県は2015年度より地域の医療提供体制の将来ビジョ

ンを示す「地域医療構想」を策定します。「地域医療

構想」には、10年後の「2025年における医療需要と

病床の必要量」や「目指すべき医療提供体制を実現

するための施策」などが盛り込まれます。

現在、本島北部地域は慢性的な医師不足が続いて

おり、沖縄県衛生統計年報（12年12月末時点）によ

ると、北部保健医療圏では人口10万人当たり医師数

は182.2人となっています。これは沖縄県の医師数

241.1人や全国の237.8人と比べて大きく下回ってい

ます。また、同圏の患者流出率は、国が定める医療

圏の見直し基準にも該当することなどから、将来の

地域医療提供体制が危機的な状況に陥る可能性も指

摘されています。

14年より県立北部病院と北部地区医師会病院の統

合再編による基幹病院の設置が議論されており、医

師不足解消と地域完結型医療の体制構築が急がれま

す。地域の振興を目指す上で医療環境の整備は重要

な要素です。将来、北部地域が発展していくために

は定住人口を増やすだけでなく、救急医療や周産期

医療の体制を充実させるなど、安心して暮らせる医

療体制の整備も求められます。

このような状況を踏まえ、医療サービスを受ける

住民も関心を持ち、積極的に声を上げていくことも

必要ではないでしょうか。

（沖縄銀行　名護支店長　宮里　尚）

北部の医療提供体制 経済金融活性化特別地区
北部への産業進出促す

テレビや新聞で北部地域（名護市・本部町）への

大型テーマパーク進出が話題になっています。

その名護市の産業構造は、事業所数の89.6％、従

業員数の84.8％を第３次産業が占めています。ここ

で、比率の低い第１次・２次産業の活性化策の一つ

として「経済金融活性化特別地区」を取り上げてみ

ます。

名護市では2002年に金融業務特別地区、情報通信

特別地区の指定を受け、同市豊原地区にマルチメディ

ア館などを建築し、企業誘致・雇用創出に取り組ん

できましたが、対象業種が金融業に限定されていた

ことや認定要件が厳しかったことなどもあり、認定

企業は過去１社のみでした。

14年に県が政府へ規制緩和を要望し、沖縄振興特

別措置法が改正され、旧金融特区を発展的に解消し、

企業が参入しやすい仕組みにした「経済金融活性化

特別地区」が創設されました。主な変更点は（1）金

融関連産業に加え、情報通信関連産業、観光関連産業、

農業・水産養殖業、製造業などの５産業へ拡大（2）

対象企業の常用雇用従業員数をこれまでの10人以上

から５人以上に引き下げ（3）税制優遇面の条件緩和

－の３点が挙げられます。

現在、金融関連１社、情報通信関連１社の合計２

社が認定を受けています。今後も新たな特区の優遇

措置を活用して多様な産業が進出し、北部地域の活

性化につながるように地域金融機関として市町村や

関係団体と連携していきたいと思います。

（沖縄銀行　大宮支店長　國吉　力）

（平成27年７月19日掲載） （平成27年７月26日掲載）

※琉球新報に掲載

住民の安心へ整備必要
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沖 縄 と 台 湾
先日、沖縄経済同友会の台湾視察に同行させて頂き、台湾について見聞を広める機会

に恵まれましたので、今回紙面を拝借し、読者の皆様にご報告させて頂きます。
那覇空港から空路1時間15分、国際線ならではの「機内食」を楽しんだと思ったらあっ

という間に桃園国際空港に到着、沖縄からの近さを改めて感じます。空港からバスで台
北市内へ、バスから眺める風景は現代日本とさほど変わりませんが時折見かける中国風
の古い建物や、縦横無尽に延びる右側車線の高速道路を走っているとやはり「海外」に
来たことを実感します。
ご承知の通り、いま台湾は、大変な日本ブームです。そもそも親日で有名な国ですが、

最近の円安と航空路線の拡充がきっかけとなり、今沖縄で急増する外国人観光客の3分
の1は台湾からのお客様です。沖縄・台湾間の航空路線は、当社調べで昨年8月の週32
便から本年8月週58便（単純平均で毎日8.2便！）へ増加、この勢いだと台湾からの観光
客は今年暦年で50万人近くに達する見込みです。来県した台湾の皆さんは、レンタカー
を調達、事前に収集した情報で思い思いの沖縄旅行を楽しむのが最近のパターンだとか。
視察の話に戻ります。二日目は沖縄・台湾経済フォーラムに参加しました。そこは沖

縄・台湾双方の経済人の「熱い」交流の場でした。特に台湾側からの沖縄経済界に対す
る期待の大きさがひしひしと伝わってきました。これまで中国経済への依存度を深めて
いた台湾ですが過度な依存への国民の警戒感や、最近の中国経済の低迷に危機感を募ら
せ、次の一手として、日本企業との連携でアジア・アセアン諸国への関与を深めて行き
たいとの思惑があるようです。また、参加された台湾企業の皆様曰く、中国市場にはマー
ケットを熟知した台湾企業と連携して攻めていきましょう、には、かなりの説得力を感
じました。今、沖縄経済の発展を見越した台湾企業からの積極的な投資、台湾への空路・
海運航路の拡充、両国経済人同士の活発な交流と、まさに沖縄と台湾の新たな関係が始
まろうとしています。
　故宮博物院、101ビル、九扮のレトロな坂道、道教・仏教混在するお寺、夜市、各記念
堂など、見所満載の台湾ですが、私にとって一番の感動は、旅行中同行して頂いたバス
ガイドさんの「お話」でした。八田与一、児玉源太郎、後藤新平、日本人も忘れてしまった
人々の話がポンポンと語られ、今でも残るたくさんの日本語、温泉文化、台湾各地に大
切に保存されている日本統治時代の建築物、1931年の甲子園大会で準優勝した嘉義農
林高校の偉業、東北震災の際、台湾からの義援金が圧倒的だった事実、228事件など悲
しい歴史を乗り越え日本統治時代を前向きに捉えてくれる（いろいろあったとは思いま
すが）人々、戦前多くのうちなーんちゅが台湾で生活していた事実。どれを取ってみて
も現在正式な国交のない国！とは思えません。さあ、皆さん、パスポート片手に、台湾
に行ってみましょう！日本と肩を並べる先進工業国、野球が大好きで小龍包が超美味で、
身近に中華文化を体現できる国、そして沖縄からとても近い台湾。スミマセン熱くなり
すぎましたが、誤解のないように、私、台湾政府の回し者ではございませぬ、あしからず。

（㈱おきぎん経済研究所　代表取締役社長　出村郁雄）


